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アフリカ広域知

的財産機関

(ARIPO) 

ARIPO の特許、意匠および商標の制度の大幅改正 

 

2016 年 1 月 1 日を実施日とし、アフリカ広域知的財産機関（ARIPO）

の特許、意匠および商標の制度に大幅な変更が加えられ、登録料など

が改正されました。これら変更は、2015年 11月の ARIPO行政審議会 で

の決定に基づきます。  

JETRO Dubai 知的財産権部のコメント： 特許、意匠および商標の施

行規則について、改正がなされました。この改正により、特許出願の

分割出願ができるようになりました。商標については、拒絶理由通知

に対する応答期間が 2 ヶ月に制限されました。また、この施行規則の

改正には、将来の商標電子出願システムの導入を可能とする条項が含

まれます。 

  

カタール 経済商業省(MEC)は、3,382 点の海賊版 CD および DVD を押収 

 

ペニンシュラ・カタール・デイリー紙の報道によると、MEC の調査官

により 3,382 点の海賊版 CD、DVD および海賊版製造機材が押収された

とのことです。 

近ごろ MEC は、カタールにおける海賊版の製造および販売の防止対策

を引き続き推し進める旨宣言しましたが、それが実行に移されている

ことがうかがえます。 

 

サウジアラビア 特許維持年金の算出基準を国内登録日から国際特許出願日（PCT 出願

日）に変更 

 

サウジアラビア特許庁は、特許、半導体集積回路配置、植物品種およ

び工業意匠に関する法律の実施規則を改正しました。  

2015 年 12 月 19 日に施行された改正実施規則には、PCT 出願のための

年金の算出方法の変更などが含まれます。  

改正実施規則の第 65 条は次のように定めています： 

 

“サウジアラビア王国の保護制度に基づき、出願特許が国内登録の段

階に至った後、国際出願日から維持年金の支払が発生し、出願者は、



初回支払期日に過年度の年金を支払わなければならない。出願者は、

定められた期日内に年金を支払わなかった場合、全ての対象年度の年

金の２倍相当額を支払わなければならない。” 

 

維持年金の算出は、国内登録日ではなく、PCT 出願日に変更されまし

た。つまり支払期日には、毎年 1 月 1 日を基準とし、過年度分の年金

も全て支払わなければならないわけです。これらの年金は、支払遅延

の罰金が科されないように 2016 年 3 月 31 日までに支払わなければな

りません。   

2016 年 3 月 31 日までに支払が済まされなかった場合、2016 年 6 月ま

での猶予期間内に罰金とともに未納年金を支払わねばなりません。  

今後、全ての新たな PCT 特許の国内登録に対し、次年度から、遡及的

な年金の支払が必要となります。  

その他の変更 

改正実施規則には、以下の変更も含まれます： 

 

1. 証拠書類（委任状、譲渡証）の提出期日が、出願後 90 日から

60 日に短縮されました。ただし、全ての期日は（年金の支払期日を除

き）、手数料を支払うことにより最長 2 か月間延期することができま

す。つまり、90日の期日は、実質 120 日まで延長されたことになりま

す。  

2. 期限切れとなった特許に関し、期日を守ることができなかっ

た“やむをえない理由”、あるいは特許の失効は出願者の責任が及ぶと

ころではないことを示す“やむをえない理由”が認められた場合、そ

の権利を復元することができるようになりました。復元請求は、特許

失効から 2か月以内、または棄却日から 12 か月以内（いずれか早い方

の期間内）に提出されなければなりません。 

3. 出願者は、優先権の追加および変更を申請する場合、12 か月

の優先権申請期日から 2 か月以内の申請猶予が与えられるようになり

ました（すなわち、合計で優先基礎日から 14 ヶ月）。その場合、出願

者は、出願時に優先権の請求が加えられなかった／立証されなかった

／訂正されなかった理由の提示とともに手数料を支払う必要がありま

す。 

 

アラブ首長国連

邦（UAE） 

世界競争力報告 2015−2016 による UAE の知財権保護の評価は世界 22

位 

 

世界経済フォーラム(WEF)は 2015-2016 年度の世界競争力報告を発表



しました。アラブ首長国連邦（UAE）は、知財権の保護において世界第

22 位にランクされています。  

ドバイ経済開発局（DED）は近ごろ、2015 年に押収した模倣品の数は

6300 万を超え、その市場価値は 10億 100 万 AED（約 313 億円）に相当

するとの報告を発表しました。これは、前年比およそ 50％の増加を意

味し、ドバイにおける模倣品取り締まり強化への DED の積極的な意気

込みがうかがえます。 

Clyde & Co の見解（Saba Al Sultani−アソシエイト）：  

UAE のドバイ経済開発局（DED）や他の地方当局、連邦当局による積極

的な知財保護への取り組みが高く評価され、UAE は知財保護政策にお

いて世界第 22 位にランクインしました。この評価は、世界経済フォー

ラムの世界競争力報告 2015-2016 によるものです。 

DED だけでも昨年は、6300 万を超える模倣品（市場価格は約 313 億円）

を押収しており、UAE の国内における模倣品取り締まり強化が世界的

に高い評価を得たことは、十分に納得できます。押収品の数は年々増

加し続けていることから、UAE は引き続き、国内外における知財権の

保護を推し進めるものと期待されます。 

 

アラブ首長国連

邦（UAE） 

ドバイ税関は 2015 年 101 件を超える強制捜査を実行 

 

ドバイ税関は、2015 年 11 月までに、101 件の模倣品摘発をしたと発表

しました。同税関は、模倣品の輸入取り締まりは、引き続き最優先事

項である旨明らかにしています。 

 

アラブ首長国連

邦（UAE） 

第 5 回中東・北アフリカ地域知的財産犯罪会合を開催 

 

第 5 回中東・北アフリカ地域知的財産犯罪会合が 2015 年 11 月にドバ

イにて開催されました。 

この会議は、知財保護分野の専門家、政府職員が参加し、知財権侵害

の現状について理解を深めるとともに、それらを防止するための対策

を練るために、現地および海外の関係者間で自由に意見を交換しあう

ことを目的に開催されています。 

JETRO Dubai 知的財産権部のコメント： アラブ首長国連邦知的財産

協会（EIPA）及びインターポールの共催で本会合は開催されました。

EIPA は、アラブ首長国連邦における知的財産犯罪撲滅を目的として

2010 年に設立された NGO 団体で、知財に関する知識の関係機関への提

供や啓発等を行っています。EIPA は、昨年 2月に、日本の国際知的財

産保護フォーラム（IIPPF）と MoU を締結していて、日本との協力関係



を深めています。 

 

アラブ首長国連

邦（UAE） 

ドバイにおける模倣品一掃のための知的財産保護審議会 

 

知的財産保護審議会は、ドバイ経済開発局（DED）によって新たに発足

された諮問機関です。同審議会は、DED 職員と、様々な産業部門（自

動車、ファッション、美容など）の関係者で構成されています。  

模倣品の現状確認と、防止対策の発案を目的とし、四半期毎に総会が

開かれる予定です。  

これは、ドバイにとって大きな前進であり、権利侵害行為防止への関

係当局のコミットを権利者に示すものと言えるでしょう。 
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